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1．はじめに
日本の高等教育において、大学と地域との連携は戦前から現代まで脈々とその歴史が積み重ねら

れてきた。日本の学士課程の質的転換とともに「地（知）の拠点整備事業（大学 COC 事業）」や

「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）」などの施策が講じられ、サービス・

ラーニングやインターシップ、ボランティアなど地域との連携を通じて取り組む地域参加型学習へ

の取り組みが加速してきた。このような大学と地域社会との連携を基盤とした科目やプログラムの

運営に不可欠となっている存在が、大学と地域とのハブとなるコーディネーターである。このよう

な状況下でコーディネーターという専門職の重要度が確認されている一方、日本の高等教育におけ

るこれらコーディネーターの研究は極めて少なく、またこれら研究も体系的になっていない。

日本のこのような状況とは対照的に、地域との連携を大学のミッションに掲げることが一般的と

なっているアメリカの高等教育機関では、地域参加型学習を推進する専門部署が設けられている

ケースが多い。そして、そのような部署で地域参加型学習に従事する人材は「Community Engage-

ment Professional（CEP）」と呼称されており、専門職として確立され、その研究も体系的・先進的

である。よって本稿では、日米の地域参加型学習に従事する専門家（コーディネーター）を比較

し、アメリカの CEP 研究に依拠しながら日本の高等教育における地域参加型学習の専門家の発展

へ向けて提言することを目的とする。

2．日本の高等教育における地域参加型学習
（1）日本の高等教育機関と地域連携の歴史的変遷

日本の高等教育における大学と地域の連携は戦前にまで遡り、主な連携先や取り組み内容によっ

て、「産学官連携」と「地域連携」に枝分かれしそれぞれ発展してきた（歴史的変遷の一覧は Ap-

pendix A を参照）。池田（2012）は産学官連携の歴史的変遷を次のようにまとめている。産学官連
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携の歴史は戦前まで遡るが、戦前の研究成果の軍事転用への反省や、1960年代末の学園紛争等の

影響により、大学が企業と連携することに否定的な風潮が強くなった。研究面を中心とした「産学

協同」に取り組む研究者も一部いたものの、組織的な連携が進まない時期が 1980年代まで続くこ

ととなる。90年代に入り、日本の国際競争力が相対的に低下する中で、大学の知に対する期待が

高まるとともに産学官連携の必要性が強調されるようになり、「科学技術基本法」制定（1995年）

をきっかけに産学官連携が本格的に始まった。その後、「第 1期科学技術基本計画」の策定や、「大

学等技術移転促進法」の法案化によって、産学官連携活動は飛躍的に活性化されることとなった。

一方地域連携もその歴史は戦前まで遡り、その変遷を西川（2012）は次のようにまとめている。

戦前では、「大学開放」という名のもとに、公開講演会、成人教育講座、映画会、読書会などが実

施され、社会へ大学が開放されていた。1964年には文部省（当時）の「大学開放の促進について」

が通知され、社会人対象の公開講座開設や大学施設の一部開放などを通じて地域との関わりが促進

された。1970年代に入ると、拠点となる組織整備が行われ、大学に「大学開放センター」や「生

涯学習教育研究センター」などの専門組織が設置されていくこととなる。2000年代にはプロジェ

クトなどを通じて地域連携が行われるようになり、「GP（Good Practice）」の事業や地域貢献特別

支援事業などが開始されるようになった。

以上のように、日本の高等教育における大学と地域の繋がりは、戦前からこれまで産学官連携と

地域連携に枝分かれしながらそれぞれ発展してきたが、2005年の中央教育審議会答申「わが国の

高等教育の将来像」によって、「大学の社会貢献」という言葉を用いながら、地域社会・経済社

会・国際社会など広い意味での社会全体の発展への寄与が重要視され、社会貢献が教育・研究に次

ぐ「大学の第三の使命」として捉えられるようになった。これらの歴史的背景を踏まえると、産学

官連携と地域連携の違いは以下のように分類でき（表 1）、本稿で焦点を当てる地域参加型学習は

地域連携に含まれると考えられる。よって、以降は地域連携に焦点を当て論じていく。

（2）日本における学士課程の質的転換と地域参加型学習の普及

大学の社会貢献が大学の使命に位置づけられるとともに、その教育的取り組みにも質的転換が迫

られるようになる。その流れは次のとおりとなる。2005年 1月の答申において、日本の高等教育

の課題が量的規模から質の保証に移ったことが指摘された（中央教育審議会，2005）。この答申を

受け、2008年 12月の答申の中で、学士が保証する能力の内容として「知識・理解」、「汎用的能

力」、「態度・志向性」及び「総合的な学修経験と創造的思考力」を挙げ、学士課程教育の質的転換

表 1 産学官連携と地域連携の違い

産学官連携 地域連携

主な連携先 行政や企業など 地域社会、自治体、NPO、住民など

主な取組 協働研究、新技術開発など 地域や協働先団体などが抱える課
題・問題の解決など
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のための方策が立てられた（中央教育審議会，2008）。更に 2012年の答申において、この方策や改

革を着実に実行するための具体的な手立てが明確化されている（中央教育審議会，2012）。同答申

では、質的転換に向けた更なる課題の一つとして「地域社会や企業など、社会と大学の接続につい

ての課題」が挙げられており、学外からの支援の中で地域社会や企業による体験・実践活動のため

の協力が重要であると述べられている。この課題に対する具体的な改革方策として、社会的自立や

職業生活に必要な能力の育成に大きな効果を持つサービス・ラーニング（以降 SL）やインターン

シップなどの教室外学修プログラムの促進のために、地域社会や企業等と大学は、地域・企業参画

型の新たな連携・協力に取り組むことが重要であると提言されている。

このような背景をもとに開始された取り組みが「地（知）の拠点整備事業（大学 COC 事業）」

と「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）」である。大学 COC 事業とは、地域

のニーズと大学のシーズ（教育・研究・社会貢献）のマッチングによる地域課題の解決をすること

を目的とした取り組みであり、2013年度より開始された。大学 COC 事業の目標が地域再生・活性

化の核となる大学を形成することであり、その具体的な施策例として地域志向科目の全学必修化

や、地域を志向した大学としての取り組みを促進するための FD・SD、自治体の参画意志を促す対

話の場の設定などが取り組まれた（文部科学省，2013）。この発展版として 2015年度に開始された

のが COC＋である。COC＋とは、地方の大学群と、地域の自治体・企業や NPO、民間団体等が協

働し、地域産業を自ら生み出す人材など地域を担う人材育成推進することを目的とした取り組みで

ある。COC＋の目標が若年層人口の東京一極集中を解消することであり、それを達成するために

地域を担う人材育成計画を実現するための教育改革の実行が推進された。大学 COC 事業から発展

した大きな特徴として、COC＋では、都道府県内の他大学や自治体、企業等の連携先を拡大する

ために COC＋推進コーディネーターの設置と活用が推奨された（文部科学省，2016）。これらの取

り組みを通して、地域社会や企業などと連携したカリキュラムが構築され、SL やインターンシッ

プなどの教室外学修プログラムの開発が促進された。

SL やインターンシップ、ボランティアといった、地域社会と連携し、教室外での学生の学びを

促進する教育実践は「地域参加型学習（Community Engaged Learning）」と呼称されており、SL や

インターンシップ、ボランティアといった正規課程・非正規課程（準正規課程）の教育実践を包括

的に捉えた教育・学習形態である（山口，2020 ; Otto & Duens, 2021）。COC＋でも推進コーディ

ネーターの活用が強く推奨されていたとおり、地域参加型学習プログラムを運営するにおいて不可

欠となるのがコーディネーターのような専門家の存在である。COC＋の事後評価結果の総括にお

いて、順調に進捗している事業の取り組みの特徴として、COC＋推進コーディネーターが中心と

なり、地域や企業と大学とのネットワーク構築、それを活かした協働事業展開などが行われていた

と報告されている（地（知）の拠点大学による地方創生推進事業委員会，2021）。また、大学 COC

事業や COC＋が開始される以前、地域と連携して取り組むボランティア関連授業科目の増加が見

られた際にも、コーディネーターのような専門家を設置することの重要性が確認されている。日本

学生支援機構（2008）の調査によると、高等教育機関におけるボランティア関連授業科目数（講義
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科目、演習科目、実習科目）は 2004年の 616科目から 2008年の 869科目へと 1.4倍増加した。ボ

ランティア関連授業科目数が増加する一方で、授業科目の担当者が挙げる課題や困難として、「学

内の運営体制が不十分」、「時間が十分にとれない」という点が上位に挙げられており、これらの理

由として、「専門スタッフの不在」、「兼務事務職員を置いている学校が大多数」、「授業のサポート

体制がない」といった点が最も多く挙げられていた（日本学生支援機構，2008）。このように、地

域参加型学習を運営するには、学内外のハブとなるコーディネーターのような専門家の存在が不可

欠であることが窺える。

では、地域参加型学習を運営するコーディネーターとはいったいどのような役割を担っている人

材なのだろうか。このコーディネーターについては、地域連携の推進に主眼が置かれたコーディ

ネーターと、SL やインターンシップ、ボランティアなどの教育プログラムに特化したコーディ

ネーターの 2種類に大別される。次項ではこれらのコーディネーターについて論じる。

（3）地域連携に携わるコーディネーター

3.1．地域連携コーディネーター

西川（2012）は、地域連携コーディネーターには大学組織の仕組みや学生などのシーズよりも、

地域のニーズを確実に見つけるために地域へコミットすることが求められ、このコーディネーター

に求められるスキル・資質とミッションは表 2のとおりと述べている。

そして西川は、地域連携コーディネーターは大きく二種類に分類されると論じており、それはプロ

ジェクト予算などで雇用される「プロジェクト型コーディネーター」と、大学の管理費などで雇用

される「地域型コーディネーター」の二つになる。表 2のスキル・資質やミッションに加え、コー

ディネーターの種類によって求められる専門性やミッションが異なり、プロジェクト型コーディ

ネーターにはプロジェクトの遂行における具体的な専門性が求められる。地域型コーディネーター

には当該担当地域における「地域と大学を繋ぐ」専門性や能力が求められ、地域にある課題を見極

め、学内資源を活用することで新しい価値やプロジェクトの種を発掘することがミッションとな

る。

地域連携コーディネーターはその立場・身分が事務系か研究系か、任期が有るか無いかによって

も細分化される（佐藤，2014）（表 3）。

表 2 地域連携コーディネーターに求められるスキル・資質とミッション

スキル・資質 ミッション

・コミュニケーション力
・ネットワーク力
・フットワーク力／行動力

・地域課題の把握
・地域関係の構築
・教員・学内の把握
・学生との関係性の構築
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これらに加え、①大学の属性、②地域性、③経営判断がコーディネーターを多様にする要因とな

っている（西川，2018）。大学の属性については、その大学が国立、公立、私立のどれに属するか、

さらに国立である場合、政策的に①地域貢献型、②教育研究型、③卓越した教育研究型の 3つに類

型化される。また、公立の場合、設置している地方公共団体の意向が強く反映される。地域性につ

いては、大学が立地する「地域」、あるいは地域連携活動を行う「地域」の特性に影響を受ける。

そして地域連携コーディネーターを最も多様にしている要因が経営判断であり、「大学執行部の理

解」によってコーディネーターの命運が左右される。

3.2．教育プログラムに特化したコーディネーター

地域参加型学習の中で代表的なプログラムが SL、インターンシップ、ボランティアが該当する

が、日本の高等教育における各プログラムに従事するコーディネーターについて論じられた先行研

究は極めて少ない。

SL コーディネーターについて、その数少ない先行研究の中でも武田（2011）は日本の大学にお

ける SL 実施体制や SL コーディネーターの役割・業務内容を調査しており、その調査結果をまと

めたものが表 4となる1。

──────────────────────
１ SL だけに焦点を当てたため、当該先行研究の中で調査されたボランティア・コーディネーターについては除外した。

表 3 立場・身分に着目した地域連携コーディネーターの分類

事務系 研究系

正
規
（
任
期
無
）

正規事務系コーディネーター
（事務職員）

正規研究コーディネーター
（教員）

・事務職員としての評価
・長期間のプロジェクトは異動を考慮する必
要がある

・論文数などの学術的な評価
・比較的長期間のプロジェクトに携わること
ができる

非
正
規
（
任
期
有
）

任期付き事務系コーディネーター
（特任事務職員、特任専門職員）

任期付き研究コーディネーター
（特任教員、特任研究員）

・事務職に準じた評価
・正規職員の補佐役を想定
・任期を超える期間のプロジェクトに関わる
ことは難しい

・論文数などの学術的な評価
・業務エフォート管理
・任期を超える期間のプロジェクトに関わる
ことは難しい

（佐藤［2014］を参考に加筆）
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各組織によって取り組む業務や役割は様々だが、この調査結果では、SL コーディネーターの役

割・業務は「SL 科目・プログラム運営および授業補助」、「学内外連携」、「学生支援」にまとめら

れる。また、これらコーディネーターの身分が全て有期職員・教員ないしは業務委託といった不安

定なポジションであることも特徴的である。

SL コーディネーターと同様に、インターンシップ・コーディネーターが担う役割や業務内容も

類似しており、学生を受け入れる企業の開拓および連携企業との関係構築、企業との協働プログラ

ムの開発・運営、インターン中の学生支援などである（寿山，2008；田代 et al., 2008；平尾＆田

中，2015；穂崎 et al., 2019）。ボランティアのコーディネーターに関する研究においても同様で、

正規課程・非正規課程に関わらず、コーディネーターの業務は学内調整および地域パートナーとの

連携、ボランティア活動普及のための広報活動、学生ボランティア・スタッフの指導および組織運

営、ボランティア・プログラム開発など、SL やインターンシップのそれと類似している（辰巳 et

al., 2010；瀬戸，2013；鳴瀬 et al., 2016）。

いずれの地域参加型学習においても、プログラム運営にコーディネーターの存在は不可欠である

点が共通しており、その業務内容も学内調整および学外との連携、広報活動、学生指導およびサ

ポートなど、類似している。また役割に関しても、学内外調整や連携といった職員的役割を担い、

学生指導といった教員的役割も担っており、教員と職員の中間のような存在である点が特徴であ

る。

表 4 日本の大学における SL 実施体制と SL コーディネーターの役割・業務

※組織によって SL コーディネーターの呼称は異なるが、行っている内容は SL 科目・プログラムに係る
コーディネーション
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3.3．地域連携に携わるコーディネーターの総括

地域連携コーディネーターで述べた専門性やその分類は教育プログラムに特化したコーディネー

ターにも通底する部分があるが、地域連携コーディネーターが「地域連携」に重きが置かれている

のに対し、SL・インターンシップ・ボランティアコーディネーターは地域との連携に加え、各種

教育プログラムや科目の運営および授業補助、これら科目・プログラムに参加する学生の支援な

ど、より教育的側面への参画が特徴的である。しかし、これらコーディネーターの先行研究では役

割や業務内容のまとめに留まっており、「地域参加型学習の専門家」という視点では体系化されて

いない。

日本とは対照的に、地域との連携を大学のミッションに掲げることが一般的となっているアメリ

カの高等教育機関では、地域参加型学習を推進する専門部署が設けられているケースが多い。その

アメリカにおいて、地域参加型学習に従事する人材は「Community Engagement Professional（以降

CEP）」と総称されており、専門職として確立され、その研究も体系的・先進的である。よって、

次項では CEP に焦点を当て論じていきたい。

3．アメリカの高等教育における地域参加型学習
（1）CEP の第一・第二世代

Community Engagement Professional（CEP）とは、SL、インターンシップ、ボランティアなど、

地域参加型学習に従事し、地域と大学間の連携を推進する専門家を意味する（McReynolds &

Shields, 2015 ; Dostilio & Perry, 2017）。地域参加型学習に従事する専門家の呼称に統一されたもの

がなく、その呼称や捉え方も組織間によって差があったが、地域参加型学習の研究・実践の発展に

伴い、その専門家の呼称も CEP で統一されるようになっていった2（Bartha et al., 2014 ; Dostilio &

McReynolds, 2015 ; McReynolds & Shields, 2015 ; Dostilio, 2017）。アメリカの高等教育機関で地域

参加型学習が広がるにつれ、それに従事する者の業務・役割もその時代とともに変容しており、

Welch & Saltmarsh（2013）はその変容を「第一世代」と「第二世代」に分け論じている。

そもそもアメリカという国は、国民の自発性（ボランティア精神）によって街づくりが行われて

きた国家であり、その根底には市民による民主的参加や、社会的問題に自発的に取り組む市民性が

重要視されてきた背景があり、ボランティアなどの社会奉仕活動が盛んな国である。そのアメリカ

の高等教育機関において、地域社会と大学との教育・研究連携を強める動きが出始めたのが 19世

紀後半である。1862年にモリル法（Morrill Act of 1862）3という、農業コミュニティーへの奉仕を

目的とした農業大学設立のため、各州に連邦政府所有の公有地を与えた法案が可決された。この法

案のもとに設立された大学は「土地付与大学（Land-Grant College）」とも呼ばれ、社会を改善する
──────────────────────
２ 地域参加型学習に従事する専門家に関する研究の中には、大学・地域間の発展や大学の部署間における準学術的、中
間的、コーディネーター的、管理者的ポジションの者を指す「混種の接続者（hybrid-hyphenateds）」や、大学と地域、
学内のステークホルダー（教員、職員、学生）を結び、学内外の機関間の協働の交流点という意味を指す「第三の空
間（Third Space）」という呼称なども存在するが、いずれにしても通底する概念は同様である（Bartha et al., 2014）。

３ 通称、土地付与大学法（Land-Grant College Act）とも呼ばれる（Ross, 2002 ; Zieren & Stoddard, 2004）。
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研究や実験に取り組むことが推奨された。このような背景を通し、19世紀後半のアメリカの高等

教育機関において、「共通善に向けた民主的機能としての教育」と「地域を再形成するための媒体

としての大学」という 2つの重要な高等教育機関の使命が確立された（Ross, 2002 ; Zieren & Stod-

dard, 2004）。

このような歴史的背景を持つアメリカの高等教育機関において、ボランティア以外に SL やイン

ターンシップなどが発展し4、地域参加型学習の焦点は非正規課程のボランティア活動から、1990

年代の SL の台頭とともに SL に移行していった。SL が発展するにつれ、様々な報告書や実践が

発表されはじめ、SL の学術的発展や、その他地域参加型学習プログラムを運営する組織（SL セン

ターなど）の設立が促進された。SL が発展する以前、このような運営組織を作り始める大学はあ

ったが、あくまでこれらの運営組織は、学生支援関係領域内に備え付けられた、その場しのぎのよ

うな部署に過ぎなかった。最良実践例がわずかで、この新興分野において効果検証が十分でなかっ

たためである。そして 1990年代を通し、多くの大学が地域参加型学習分野に特化したセンターを、

学部に結びつけるための核として設立し始めるようになった。

地域参加型学習とその運営組織が発展するに伴い、同分野の実践やその運営（及び組織）に関す

る研究が進んだ。様々な大学が新たな教育・研究・実践領域を作り出し、学内に地域参加型学習を

普及させるために、独自のプログラム開発や運営を推進してきた。しかし同時に、多くの地域参加

型学習を推進する部署が直面していた問題が、このような組織をどのように、誰（どのような能力

を備えた人材）が運営するのか、という点であった。なお、この時代における地域参加型学習に従

事する者は、後方支援のコーディネートといった「利便的役割に限定した業務をこなす者」とだけ

しか見られておらず、この頃までが CEP の第一世代となっている（Welch & Saltmarsh, 2013）。

今日においても、CEP の主業務・役割が学内外の連携などのコーディネーションであることに

変わりはないが、CEP の業務・役割は、SL の実践・研究の発展とともに 2000年以降に急速に広

がりを見せるようになった。この時期以降の転換期が CEP の第二世代とされており（Welch &

Saltmarsh, 2013）、Dostilio & Perry（2017）は SL の実践・研究の発展例として以下のような例を挙

げている。

・高等教育の目的の再構築及び再統合。

・SL の教育的効果や、学習成果についての実証。

・SL や地域参画に関する研究、実践、国際規模の一団の台頭（例：IARSLCE, Campus Compact,

Imagining America）5。
──────────────────────
４ 1903年にシンシナティ大学でアカデミック教育要素とインターンシップを統合することを意図した「コーポレティ
ブ教育運動（Cooperative Education Movement）」が起こったが、コーポレティブ教育（コーオプ教育）はインターン
シップなど産業や経済との結びつきが強いプログラムとして独自に発展を続けた。社会貢献活動と知的学習を組み合
わせて行われる SL の原点と言えるのは、1905年前後にウィリアム・ジェイムス（William James）とジョン・デ
ューイ（John Dewy）が社会貢献活動を通した学習の知的基盤を発展させ始めた時期であると考えられる（村上，
2009）。

５ International Association for Research on Service-Learning and Community Engagement（IARSLCE）とは SL と地域参 ↗
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・地域参画に対する認識を変革するための研究。

・カーネギー大学分類6の発展・改良。

このような SL の実践・研究の発展とともに、CEP の業務も SL プログラムの教育効果検証、SL

担当教員へのコンサルテーション、正課・非正課カリキュラムでの学生指導や教員と協働での授業

運営など教育的側面への関与が著しくなった（Welch & Saltmarsh, 2013 ; McReynolds & Shields,

2015 ; Dostilio & Perry, 2017）。また、学内だけの業務だけでなく、学外の地域参加型学習関係の協

会などにおける理事や委員業務など、第一世代のように単なる後方支援のコーディネート業務のみ

に留まっていないことを示している。以下はその業務の一例となる（Dostilio & Perry, 2017）。

・International Association for Research on Service-Learning and Community Engagement（IARSLCE）

の役員理事ポジションの職務。

・キャンパス・コンパクトでの、州支部の役員顧問やカンファレンス企画委員といった活動。

・他高等教育機関で地域参画に従事する職員に対するコンサルテーションや外部評価の提供。

・学会誌の査読や編集委員の活動。

・自身が所属する機関内外の地域参画に従事する職員に対するメンターシップ・プログラムの運

営及びメンタリング。

以上のように、1990年代の SL の台頭とともに、SL が地域参加型学習の中心となり、SL の発

展とともに CEP の業務・役割も広がってきた。CEP の業務・役割の広がりとともに CEP に関す

る研究も進み、CEP にはどのような資質・能力が必要かといったコンピテンシー論にまで発展し

ている。

（2）CEP のコンピテンシー

CEP のコンピテンシー研究では McReynolds & Shields（2015）と Dostilio（2017）が先進的なも

のとなっている。Dostilio は著書『The Community Engagement Professional in Higher Education』内

で、「現在、CEP の資質・能力や役割を体系的にまとめた研究は我々の研究の他に McReynolds &

Shields（2015）らの研究しか存在しない（筆者訳）」（Dostilio, 2017 : p.35）と断言している。

McReynolds & Shields（2015）は、NPO のボランティア・マネージャー、地域参画に従事する職
──────────────────────
↘ 画を推進する国際的非営利組織である（IARSLCE, 2019）。キャンパス・コンパクト（Campus Compact）とは、アメ

リカでの地域参画の取り組みを支援・促進することを目的とした、1000以上の大学によって構成される連合体であ
り、34の州・地域支部が存在する（Campus Compact, 2018）。イマジニング・アメリカ（Imagining America）とは、
高等教育や市民生活の民主的変容へと働きかける、学者、芸術家、デザイナー、学生、コミュニティー・パートナー
の、アメリカ全土のネットワークである（Imagining America, 2019）。

６ カーネギー大学分類（The Carnegie Community Engagement Classification）とはアメリカ国内初の組織化された地域参
画の互恵性、パートナーとの提携、協働性を評価する国家基準である。基準を満たすことで、同分類の認証を受ける
ことができ、認証を得た大学は地域参画の取り組みを高く評価されるだけでなく、補助金申請などにも有利に働く
（五島，2016）。
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員、学生支援に従事する専門家の資質・能力、業務・役割、基準などに関する先行研究を参照しな

がら、関係者間での分析・協議を経て CEP の資質・能力を 4つの領域に分類した。この 4つの領

域とは、「組織の戦略的リーダー」、「組織の管理者」、「地域のイノベーター」、「同分野への貢献者」

から構成されている（図 1、表 5）。

McReynolds らの CEP モデルを開発するにいたった背景では、地域参加型学習の関係者による

CEP に必要とされる共通の資質・能力についての協議や分析など、小規模の質的観点のみの研究

によってモデルが導き出されていた。一方で、Dostilio の CEP モデルは、先行研究の結果から導

き出されたアンケート項目の予備調査、予備調査結果を反映させたアンケートによる大規模調査を

経てモデルが開発されており、McReynolds らのモデルと比べ信頼度が高くなっている。また、

Dostilio（2017）は、McReynolds らの CEP モデルを賞賛しながらも、McReynolds らの CEP モデ

ルはコンピテンシーに必要不可欠な知識、技能、態度に分類されていないと批難している。そんな

Dostilio の CEP モデルは、「高等教育における変革」、「大学における地域参加の構築・促進」、「学

図 1 McReynolds & Shields の CEP モデル
（McReynolds & Shields［2015］の図を筆者が翻訳し作図）

表 5 CEP の資質・能力の 4領域とその定義

領域 定義

組織の戦略的リーダー
（Institutional Strategic Leader）

資源を調整するためのビジョン、知識、技術、人間関係を供給でき、
地域参加のために、組織の理想に沿った目標を達成できる人材。

組織の管理者
（Organizational Manager）

人材開発、危機管理、プログラムマネジメントを含むアセスメン
ト、資源開発、組織管理に長けた人材。

地域のイノベーター
（Community Innovator）

高等教育組織の人的・社会的資本を投機できる「頼りになる（“go
to”person）」人材。

同分野への貢献者
（Field Contributor）

地域参加分野の促進に寄与する助言、研究、データ、コンサルティ
ングなどを供給できる人材。
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表 6 Dostilio の CEP モデル（筆者訳）
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生の市民学習や成長の促進」、「地域参加型プログラムの運営」、「ファカルティー・ディベロップメ

ントやその支援の促進」、「高質なパートナーシップの構築」の 6領域で構成しており、それらを知

識・技術と能力・資質に分類している（表 6）。

4．まとめと今後の展望
本稿では、アメリカの CEP 研究に依拠しながら日本の高等教育における地域参加型学習の専門

家の発展へ向けて提言することを目的に、日米の地域参加型教育に従事する専門家（コーディネー

ター）を比較してきた。日本では、学士課程の質的転換の中で地域参加型学習への取り組みが増加

し、それを運営する専門家（コーディネーター）の必要性・重要性も認知され始めている。しか

し、地域参加型学習に従事するコーディネーターたちの先行研究は役割や業務内容のまとめに留ま

っており、また、その役割や業務内容は類似しているにも関わらず、コーディネーターごとに研究

が分かれており、「地域参加型学習の専門家」という視点では体系化されていなかった。

一方、地域参加型学習への取り組みが進んでいるアメリカでは、これらに従事する専門家は

Community Engagement Professional（CEP）と呼称されており、SL、インターンシップ、ボランテ

ィアだけでなく、日本における地域連携コーディネーターに該当するものなども含め体系的にまと

められている。地域連携における後方支援が第一義的な業務としながらも、その取り組みは学生指

導、教員に対する FD、教育プログラム開発・運営、学会の役員理事としての活動など、もはや

「大学と地域を繋ぐ」という役割だけに留まっていない。

以上を踏まえた今後の日本の地域参加型学習に従事する専門家を発展させるために、次の 2つが

言える。まず 1点目として、様々なコーディネーターが集まって議論する場を設け、日本版 CEP

のようなコンピテンシーとしてまとめることである。上述したとおり、日本ではコーディネーター

ごとに細分化しているため、これらを体系的にまとめ統合することで、URA のような専門職ポジ

ションが確立するのではないだろうか。2点目として、キャンパス・コンパクトのような高等教育

機関による地域参画を促進する団体を設立することである。キャンパス・コンパクトには 694の高

等教育機関がメンバー登録しており（2021年 1月時点）、16の地域支部長が各地域のメンバー機関

をまとめながら地域参画を促進している。日本には、「日本サービス・ラーニング・ネットワー

ク」、「日本福祉教育・ボランティア学習学会」、「日本インターンシップ学会」など、地域参加学習

に関する学会が複数存在する。これら学会が協働し、大学の役員執行部を巻き込みながら日本版キ

ャンパス・コンパクトのような組織を作ることで、地域参加型学習の機運が今以上に高まるのでは

ないだろうか。これら提言は先行研究を整理したうえでの筆者の個人的推測にすぎないが、本研究

が日本における地域参加型学習に従事する専門家の発展の一助になれば幸いである。
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Appendix A 日本の高等教育における地域連携の歴史的変遷と産学連携の一覧表

年 産学官連携 地域連携

戦前
「大学開放」という名のもとに、公開講演会、
成人教育講座、映画会、読書会などが実施さ
れ、社会へ大学が開放された。

戦後

戦前の研究成果の軍事転用への反省や、1960
年代末の学園紛争等の影響により、大学が企
業と連携することに否定的な風潮が強くな
る。
研究面を中心とした「産学協同」に取り組む
研究者も一部いたものの、組織的な連携が進
まない時期が続く。

1964年

文部省（当時）の「大学開放の促進につい
て」の通知以降、社会人対象の公開講座開設
や大学施設の一部開放などを通じて地域との
関わりが促進された。

1970年代
拠点となる組織整備が行われ、大学に「大学
開放センター」や「生涯学習教育研究セン
ター」などの専門組織が設置されていく。

1983年 「共同研究制度」の創設。

1995年

90年代に入り、日本の国際競争力が相対的
に低下する中で、大学の知に対する期待が高
まり、産学官連携の必要性が強調されるよう
になる。
「科学技術基本法」制定（1995年）をきっか
けに、産学官連携が本格的に始まる。

1996年

「第 1期科学技術基本計画」が策定され、こ
れ以降日本の科学技術政策は長期的視野で体
系的かつ一貫して進められ、産学官連携も政
策上明確に位置づけられていく。

1998年 「大学等技術移転促進法」によって、産学官
連携活動は飛躍的に活性化される。

2000年代

「地域連携」を通じた直接あるいは間接的貢
献がプロジェクトなどを通じて行われるよう
になり、「GP（Good Practice）」の事業や地
域貢献特別支援事業などが開始される。

2005年

中央教育審議会答申「わが国の高等教育の将来像」において、「大学の社会貢献」という言
葉を用いながら、地域社会・経済社会・国際社会など広い意味での社会全体の発展への寄与
が重要視され、社会貢献が教育・研究に次ぐ「大学の第三の使命」として捉えられるように
なる。
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Abstract

Universities and communities have cooperated over a long period of history in Japanese higher education.

As the Ministry of Education initiated “Center of Community Project (COC project)” and “Program of

Promoting Regional Revitalization by Universities as Centers of Community : COC+Program”, numerous

universities have started practicing Community Engaged Learning such as Service-Learning, internship,

and volunteer. In order to operate Community Engaged Learning programs which bridge universities and

communities, coordinators who can be the hub between universities and communities are essential. While

the importance of the professional position (coordinator) to handle Community Engaged Learning pro-

grams has been recognized, there is a small amount of studies about the coordinator in Japanese higher

education and those studies are not systematic.

In contrast, most of universities in American higher education have a mission for community engage-

ment and there are numerous cases that universities set up centers that promote Community Engaged

Learning. Person who is involved in community engagement is called “Community Engagement Profes-

sional (CEP)” and studies about CEP is systematic and progressive. Therefore, this paper is purposed to

advocate for developing the professional human resources of Community Engaged Learning in Japanese

higher education, comparing the professional involved in community engagement between Japan and the

U.S.
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